
（様式１－１）

事業計画書

令和　　年　　月　　日　

豊田市長　　太田　稔彦　様

提出者（グループの場合は代表事業者）
所在地：〒 
商号又は名称： 
代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者

所属：
氏名：
電話番号：

 (携帯電話等　注)：
ＦＡＸ番号：
Ｅ－ｍａｉｌ：
「豊田市消防団近岡詰所格納庫取得事業」について、実施要綱第１０条第１項に基づき別添のとおり配置図等を提出します。

添付書類

１　配置図等

ア　配置図（様式１－２）

消防団詰所格納庫及び附帯施設を図示すること。

イ　平面図（様式１－２）

室名、床面積等を記載すること。

ウ　立面図、断面図（様式１－２）

立面図２面以上、断面図１面以上図示すること。

エ　その他（様式１－２）

面積表、仕上表、棚等の詳細図
２　事業計画書２（様式１－３）

３　事業工程表　（様式１－４）

注：「携帯電話等」欄には、休日等においても連絡可能な番号を記載すること。
（様式１－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　配置図

消防団詰所格納庫及び附帯施設を図示すること。

２　平面図

室名、床面積等を記載すること。

３　立面図、断面図
立面図２面以上、断面図１面以上図示すること。

４　その他

面積表、仕上表、棚等の詳細図
（作成に当たっての注意事項）

・大きさは、Ａ３版（両面使用可・横書き）とする。

・記載する文字の大きさは原則として１０ポイント以上とする。

・配置図、平面図並びに立面図及び断面図にあっては、計画通知の図面とし、必要に応じて、別紙資料２「外構イメージ図」及び資料３「平面イメージ図」の内容を追記すること。

・本様式の使用に当たっては、この「作成に当たっての注意事項」の欄を削除すること。

（様式１－３）

事業計画書２（豊田市消防団近岡詰所格納庫）

１　豊田市消防団近岡詰所格納庫の建設工期

	事　項
	建設工期

	豊田市消防団近岡詰所格納庫の建設工期

（様式１－４事業工程表と整合させること）
	令和　　年　　月　　日限り

	注：１　建設工期とは、基本協定書（案）第２６条の竣工検査が完了する日までとする。

注：２　建築工事着工可能日を令和７年９月以降に設定すること。なお、令和７年９月は、建設工期を算出するために設定する基準日であり、実際の建築工事着工可能日とは異なる。（建築工事の着工日が確定したとき、引渡期限の変更の要否について協議を行う。ただし、本事業における最終引渡期限は変更しない。）
注：３　建設工期にあっては、実現可能な工期とすること。
注：４　調査（地質調査等）、設計（基本設計及び実施設計）、市による設計確認及び計画通知（建築基準法第１８条の規定に基づく確認申請）の審査に要する期間を含むこと。
注：５　地縄張り作業や丁張り作業、仮設物（仮設トイレ・仮設事務所・仮囲い等）設置作業期間及び夏季休暇等の休工日を含むこと。
２　豊田市消防団近岡詰所格納庫等の売買価格

消防団詰所格納庫の売買価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事　　項
	金額（円）（消費税含む）
	備　考

	１　調査・設計費

	
	設計費（地盤調査費を含む）
	円
	必要に応じて地質調査含む

	
	工事監理費
	円
	

	
	小計（１）
	円
	

	２　消防団詰所格納庫及び附帯施設建設費

	
	建築工事
	円
	

	
	電気設備工事
	円
	

	
	機械設備工事
	円
	

	
	外構整備工事
	円
	外構、その他

	
	小計（２）
	円
	

	合計（１＋２）
	円
	


注１：合計に記載する金額は、入札書に記載された金額に当該金額の消費税及び地方消費税に相当する額を加えた金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）とする。また、建設費には、地盤改良等に係る費用は計上しない。

注２：各項目は例示であり、適宜欄を追加すること。

３　豊田市消防団近岡詰所格納庫建物概要
構造：　　　　　　　　　　造
建築面積：　　　　　㎡
延床面積：　　　　　㎡

	年月

項目
	令和７年
	令和８年

	
	5月
	6月
	7月
	　8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	

	地質調査等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	基本設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設計確認
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	確認申請※1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工事施工
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	竣工検査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	買取検査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	引渡し
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（様式１－４）
事業工程表

※１：建築基準法第６条の規定に基づく確認申請又は第１８条の規定に基づく計画通知申請書の審査期間とする。

注１：各項目の実施期間を実線で示し、日付を明示すること。また、各種申請、検査、工事着手、完了時期等を明示すること。

注２：基本協定書(案)第２６条の竣工検査日を明示し、様式１－３の「建設工期」と整合させること。

注３：完了日は、工事及び必要な手続が終了し、市による買取検査が可能となった日とすること。

注４：各項目は例示であり、適宜欄を追加すること。

注５：Ａ４版で横１枚に整理すること。
2

